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聖隷クリストファー大学看護学部紀要　投稿規定
また別の報告では、……であることが述
べられている（鈴木、2013b）。
同一文献の異なるページを引用した場合
には、発行年の後ろにページ数を書き添え
て、引用箇所を明確にする。
			例　　鈴木（2013）によると……である
（ｐ５）。また、……であることも述
べられている（鈴木、2013、ｐ25）。
翻訳本を引用した場合には、原作出版年
/翻訳出版年を表示する。
　			　例　　Bowman＆Duldt（2000/2005）	に
　　　　　よると……
５．原稿は完全原稿とし、校正は誤字・脱字
の訂正にとどめ、新規の加筆や大幅な修正
を認めない。これを逸脱する場合、次号以
降の掲載となる。
６．図はWord・Excel・Power	Pointのいず
れかで作成する。Excel・Power	Point以
外のソフトで作成された図表はJPEGまた
はPDF形式で保存する。
１）図表は本文とは別に一括し、本文原稿
右欄外にそれぞれの挿入希望位置を朱書
きする。
２）図表はＡ４判用紙に１枚ずつ配置する。
図は最下段左側に「図１．」「Fig.1」の
ように通し番号を付け、続けて表題を記
す。表は最上段左側に「表１．」「Table	1」
のように通し番号を付け、続けて表題を
記す。
３）写真は図と区別せず、図に含めて図番
号をつける。
７．必要に応じ、「注」を本文末尾に記載できる。
８．文献に関する詳細情報は、本文の後に一
括して記す。
１）文献を列挙する順序は、言語の種類（日
本語、英語など）を問わず、著者名（姓、
名の順）のアルファベット順とする。文
献著者名の記載は３名までとする。
２）雑誌名は原則として省略しない。ただ
し、その雑誌が使用している略名がある
場合は使用できる。
３）文献の詳細情報に関する記載様式は、
つぎの如くとする。各文献とも第１行の
頭はインデントを設けず、第２行目以降
の頭には、全角１字分の余白を設ける。
①雑誌の場合：
著者名（発行年次）：論文表題、掲載
雑誌名、巻（号）、頁
例　聖隷花子、三方原太郎（1993）：	
隣人愛に基づく看護教育の特
徴、日本看護○△雑誌、30（2）、
133-145.
　②書籍の場合：
　ａ　単著の場合　
著者名（発行年次）：書名・版数、
出版社名、発行地．
例　聖隷太郎（2000）：聖隷と看護・
第２版、聖隷事業団、東京．
ｂ　分担執筆者が存在する場合
　著者名（発行年次）：書名・版数（編
　者名）、出版社名、発行地、頁．
例　聖隷太郎（2000）：聖隷の福祉と
看護・第3版（三方原愛子編）、
聖隷事業団、東京
③翻訳書の場合：
著者名（原書の発行年次）：書名・版数、
翻訳者名（翻訳書の発行年次）、翻訳書
の書名、出版社名、発行地．
例　Fry	 S.T.(1994)：Ethics	 in	
Nursing	Practice：A	Guide	to	
Ethical	Decision	Making.　片
田範子、山本あい子訳(1998)、
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看護実践の倫理、日本看護協会
出版会、東京．
④インターネットのサイトは、他に適切
な資料が得られない場合のみ文献とし
て使用してよいこととする。この場
合は、著者名（アップロード年月日）、
著作物タイトル、情報源（資料名等）、
最終アクセス年月日、入手先（URL）
を記す。
９．投稿原稿１編の分量は、本文、図表、文
献等を含めて10頁以内を基本とする。た
だし依頼原稿についてはこの限りではない。
10．著者校正は初校のみを基本とする。
11．誌面の様式を統一するため、原稿の様式
が変更されることがある。
Ⅵ．原稿の採否
原稿の採否は査読を経て編集委員会が決定す
る。編集委員会の判定により、原稿の修正およ
び原稿の種目の変更を著者に求めることがある。
Ⅶ．著作物の復製権および公衆送信権
本誌に投稿された論文に関する著作物の復製
権および公衆送信権（機関リポジトリへの登録
など）は、聖隷クリストファー大学に帰属する。
帰属の時期は原則として、最終稿が提出された
時点とする。ただし著作者がこれらの権利を行
使することを妨げない。
Ⅷ．著者が負担すべき費用
１．別刷は著者負担とする。
２．図表等、印刷上特別な費用を必要とした
場合は著者負担とする。
　　　　　　　　　2013年９月30日	改定
　　
